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 日本の主要産業である製造業とも密接に関連する国際競争力は過去 20 年にわたって低
下し続けている（出石 ,2002; 武藤 ,2002; 原 ,2003; 中村 ,2005; 文部科学省 ,2008; 
IMD,2010）。文部科学省（2008）は、高付加価値製品を世界市場に提供する日本製造業が
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Raybaud&Morel,2007; OECD,2008; Mehlman et al.,2010）。また、日本国内においても、
どのようにオープンイノベーションを活用して国際競争力を回復させるかという議論が
様々なレベルで活発になされている（特許庁,2008; 経済産業省,2008; 文部科学省,2009; 
知的財産戦略本部,2010）。 
実際に多くの欧米企業（GSK, P&G, 3M, GE, Apple, Dell, DuPont, IBM, Intel, Merck, 
Nokia など）がオープンイノベーションを取り入れ、外部の豊富な知識へアクセスし、自
社の研究開発を活性化することでビジネスを成功させている（Chesbrough2003; 特許


























































Chesbrough が提唱するオープンイノベーションの第 1 原則は、企業に役立つ優れた人
材は社内のみならず社外にも存在し、両者を協働させなければならないというものである。
しかしながら、日本電機メーカが欧米企業から技術を吸収し、欧米企業に追いつき、追い
越したことはよく知られた事実である。1951 年から 1984 年にかけて、日本電機メーカは
40,000 件以上の契約を外国企業と締結し、カラーテレビや集積回路などの中核技術を導入










Chesbrough が提唱するオープンイノベーションの第 1 原則は日本電機メーカにとって周
知であったと言える。 
 


















基本技術である固定ヘッドスキャナーは米国企業である RCA（Radio Corporation of 
America）で開発されたものの、RCA は商業モデルの開発競争に敗れ、日本電機メーカが
VCR 市場を独占した（U.S. Congress,1988）。また、FPD（flat panel display）の基本技
術は米国企業である RCA、Westinghouse や IBM で開発されたにもかかわらず、商品化


















に投入する戦略を採用したカシオの 2 社が最終的に勝ち残っている（Yoshihara,1988; 
Nakayama,Boulton&Pecht,1999）。 
その他の例として、家庭用ビデオレコーダにおける競争を挙げることができる。ソニー















































American Bar Association,2002; Diepold&Moeritz,2005; Lennon,2008）。このようなこ








































































































































えば、P&G は外部技術を活用して過去に 100 以上の新製品を開発しており、製造ライン
の 45％において外部で開発された技術を活用している（Bessant&Tidd,2007）。 
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について検討を行うために、筆者は UK 知財研究会の協力のもと、2010 年 6 月に英国ロ
ンドンにてグループディスカッションを実施した。このグループディスカッションには、













い技術がビジネスに必要となっていると回答している。また、企業 305 社の 65％がより
多くの科学的知識がビジネスに必要となっている、87％が 10 年前と比較して製品開発サ
イクルが短縮している、65.2％が周辺技術については他社と共同開発していると回答して
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